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税務訴訟資料 第２６４号－１７２（順号１２５５３） 

名古屋地方裁判所　平成●●年（○○）第●●号　更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（名古屋中税務署長事務承継者昭和税務署長） 

平成２６年１０月２３日棄却・確定 

判 決 

原告  株式会社Ａ 

同代表者代表取締役 甲 

同訴訟代理人弁護士 三木 義一 

同  三木 笑 

同補佐人税理士  三品 雅義 

被告  国 

同代表者法務大臣  上川 陽子 

処分行政庁  名古屋中税務署長事務承継者昭和税務署長 

安江 晋一郎 

同指定代理人 大島 憲太郎 

同  立田 渉 

土田 悟士 

同 近藤 茂 

同 髙橋 秀樹 

同 加藤 慎弥 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

 名古屋中税務署長が平成２４年４月２５日付けで原告に対してした平成２２年９月１日から平

成２３年８月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分のうち、消費税の納付すべ

き税額につきマイナス（還付金の額に相当する税額）９５４万２４９７円を超える部分及び地方消

費税の納付すべき税額につきマイナス（還付金の額に相当する税額）２３８万５６２４円を超える

部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が、平成２２年９月１日から平成２３年８月３１日までの課税期間（以下「本件

課税期間」という。）に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）につき、原告が

別紙１「物件目録」記載の建物を取得するために要した２億４８９８万０３５０円の課税仕入れ

（以下「本件課税仕入れ」という。）が、消費税法（平成２３年法律第８２号による改正前のも

の。以下同じ。）３０条２項１号所定の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」に区分されるこ
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とを前提に控除対象仕入税額を計算して算出した納付すべき税額に基づき確定申告をしたとこ

ろ、名古屋中税務署長から、本件課税仕入れは、同号所定の「課税資産の譲渡等とその他の資産

の譲渡等に共通して要するもの」に区分されるから原告がした確定申告の納付すべき税額の計算

は法律の規定に従っていないとして、平成２４年４月２５日付けで更正処分（以下「本件更正処

分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下「本件賦課決定処分」といい、本件更

正処分と併せて、以下「本件各処分」という。）を受けたため、本件各処分（ただし、本件更正

処分については、当初の確定申告額を上回る部分に限る。）の取消しを求めた事案である。 

２ 関係法令の定め等 

(1) 本件に関係する法令の定め 

 別紙２「関係法令の定め」のとおりである。 

(2) 仕入税額控除制度の概要等 

ア 消費税法は、消費税の課税が累積して行われることを排除する観点から、仕入税額控除の

制度を設けている。すなわち、同法３０条１項は、事業者が国内で課税仕入れを行った場合

の納付すべき消費税額の算定に当たり、当該課税仕入れを行った日の属する課税期間の課税

標準額に対する消費税額（課税資産の譲渡等の対価の額に１００分の４を乗じて算出した金

額）から、当該課税期間中の国内において行った「課税仕入れに係る消費税額」（当該課税

仕入れに係る支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出した金額をいう。）を控除する旨を

規定し、同法２条１項１２号は、この「課税仕入れ」の意義について、事業者が、事業とし

て他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供を受けることをいう旨を

規定している。 

 そして、課税仕入れに係る消費税額のうち控除対象となる税額（以下「控除対象仕入税額」

という。）の算定方式は、次のとおり、課税期間中の課税売上割合（資産の譲渡等の対価の

額の合計額のうちに課税資産の譲渡等の対価の額の合計額の占める割合をいう。同法３０条

６項）により異なる。 

(ア) 課税期間における課税売上高が５億円以下であり、かつ、当該課税期間における課税

売上割合が９５％以上の場合（ただし、課税売上高が５億円以下の事業者であるという要

件は、平成２３年法律第８２号による改正で追加されたものであり、本件には適用されな

い。） 

 この場合には、課税仕入れに係る消費税額の全額が控除対象仕入税額となる。すなわち、

課税資産の譲渡等を行うために要する課税仕入れに係る消費税額のみならず、課税資産の

譲渡等に対応しない課税仕入れに係る消費税額についても控除の対象となる。（消費税法

３０条１項） 

(イ) 課税期間における課税売上高が５億円を超えるとき、又は当該課税期間における課税

売上割合が９５％未満の場合（ただし、課税売上高が５億円を超える事業者であるという

要件は、平成２３年法律第８２号による改正で追加されたものであり、本件には適用され

ない。） 

 この場合には、控除することができる課税仕入れに係る消費税額は、課税仕入れに係る

消費税額の合計額のうち課税資産の譲渡等を行うために要する課税仕入れに係る消費税

額に限定される（消費税法３０条２項）。この場合に控除する税額は、次のいずれかの方

式によって算定される（同条２項及び４項）。 
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ａ 個別対応方式 

 個別対応方式とは、課税期間中に事業者が行った課税仕入れを、①課税資産の譲渡等

にのみ要するもの、②課税資産の譲渡等以外の資産（以下「その他の資産」という。）

の譲渡等にのみ要するもの、③課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要

するもののいずれかに区分した上、(a)課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れの税

額全額に、(b)課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ

の税額に当該課税期間中の課税売上割合を乗じて計算した金額を加算し、これらの合計

額を仕入税額控除の対象として認める方式のことをいう（消費税法３０条２項１号）。 

ｂ 一括比例配分方式 

 一括比例配分方式は、課税期間中に事業者が行った課税仕入れに係る消費税額の合計

額に、当該課税期間中の課税売上割合を乗じて算定した額を控除対象仕入税額とする方

式のことをいう。（消費税法３０条２項２号） 

イ 消費税は、国内において事業者が行った取引の全てに課されることが原則であるが（消費

税法４条１項）、取引の中には、消費に負担を求める税としての性格上、課税対象とはなら

ないものや、政策的に課税することが適当でないものとして非課税とされる取引がある（同

法６条１項）。この非課税とされる取引の中には、住宅の貸付け（同法別表第一１３号）が

含まれている。 

３ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び掲記の証拠により容易に認められる事実） 

(1) 当事者 

ア 原告は、不動産の仲介、売買、賃貸及び管理等を目的とする株式会社であり、本件各処分

当時から現在まで、甲（以下「甲」という。）が代表取締役を務めている。（乙１、弁論の全

趣旨） 

イ 原告は、平成２３年７月●日、商号を「株式会社Ｂ」から現在の商号の「株式会社Ａ」に

変更した。（乙１） 

ウ 原告の事業年度は、９月１日から翌年８月３１日までの１年間である。（乙４、５） 

(2) 原告による本件建物の取得等 

ア 原告は、平成２２年３月１６日、株式会社Ｃ（以下「Ｃ」という。）との間で、別紙１「物

件目録」記載の建物及びその付属設備並びに外構部分（これらを併せて、以下「本件建物」

という。）の設計業務及び監理業務を委託する旨の業務委託契約を締結した。（乙６） 

イ 原告は、平成２２年６月２４日、Ｄ株式会社（以下「Ｄ」という。）との間で、本件建物

の建設に関する工事請負契約を締結した。（乙８） 

ウ Ｄは、本件建物の新築工事を施工し、平成２３年８月●日、本件建物を原告に引き渡した。

原告は、同日、本件建物につき所有権保存登記手続をした。（乙９ないし１１、弁論の全趣

旨） 

(3) 本件課税仕入れの額 

 原告が本件建物の建築費用等その取得のために要した費用の総額は、２億３７１２万４１４

３円（消費税等を含む金額は２億４８９８万０３５０円）であり、本件課税仕入れの金額が同

額であることについては当事者間に争いがない。（弁論の全趣旨） 

(4) 原告による確定申告等 

ア 原告は、法定申告期限内である平成２３年１０月２４日、名古屋中税務署長に対して本件
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課税期間分の消費税等の確定申告書（乙２。以下「本件確定申告書」という。）を提出し、

別紙３「課税の経緯等」の「確定申告」欄記載の金額で消費税等の確定申告（以下「本件確

定申告」という。）をした。その際、原告は、個別対応方式を用いて本件課税期間の消費税

等の額を算出しているところ、本件課税仕入れについては、消費税法３０条２項１号所定の

「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」に区分されることを前提に、本件課税期間の控除対

象仕入税額（９９８万８０５７円）を計算した。（乙２、弁論の全趣旨） 

イ 名古屋中税務署長は、本件課税仕入れが消費税法３０条２項１号所定の「課税資産の譲渡

等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に区分されるべきである旨認定し、本件

課税期間の控除対象仕入税額は、本件確定申告書に記載された９９８万８０５７円ではなく

１１８万６６７８円とすることが相当であると判断し、平成２４年４月２５日、別紙３「課

税の経緯等」の「更正処分等」欄記載のとおり、原告が納付すべき消費税の額は８８０万１

３００円であり、地方消費税の額は２２０万０３００円となる旨の本件更正処分をし、併せ

て、過少申告加算税として１６２万５０００円を賦課する本件賦課決定処分をした。原告は、

同月２７日、本件各処分に係る通知書を受領した。（甲１、乙３、４、弁論の全趣旨） 

ウ 原告の本件課税期間における課税売上割合は、１億５４５６万４８６４分の１１１３万９

５７９であり、９５％（前記２(2)ア(ア)の課税仕入れに係る消費税額全額が控除対象仕入

税額となるために必要とされる要件）に満たないため、消費税法３０条２項に基づき控除対

象仕入税額を算定する必要がある。本件課税期間の控除対象仕入税額の計算に当たって、原

告が選択した同項１号所定の個別対応方式を用いることについては当事者間に争いがない。

（弁論の全趣旨） 

(5) 不服申立ての経緯等 

ア 原告は、平成２４年６月１９日、名古屋中税務署長に対し、本件各処分の全部の取消しを

求める異議申立てをした。これに対し、名古屋中税務署長は、同年９月１３日、上記異議申

立てを棄却する旨の決定をし、原告は、同月１８日、異議決定書の謄本の送達を受けた。（甲

２、乙４、５、弁論の全趣旨） 

イ 原告は、平成２４年１０月１３日、国税不服審判所長に対し、本件各処分の全部の取消し

を求める審査請求をした。これに対し、国税不服審判所長は、平成２５年７月４日、上記審

査請求を棄却する旨の裁決をし、原告は、同月８日、裁決書の謄本の送達を受けた。（甲３、

乙５、弁論の全趣旨） 

(6) 本件訴えの提起等 

ア 原告は、平成２５年１２月１５日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

イ 原告は、平成２６年１月８日、名古屋市中区から同市昭和区に納税地（本店所在地）を移

転した。そのため、本件各処分に関する事務は、名古屋中税務署長から昭和税務署長に承継

された。（弁論の全趣旨） 

４ 被告が主張する本件各処分に係る税額等 

 被告が本件訴訟において主張する本件各処分に係る税額の算出根拠等は、別紙４「被告主張額

の根拠等」記載のとおりである。 

５ 争点 

 前記３(3)のとおり、本件課税期間の控除対象仕入税額の計算について、消費税法３０条２項

１号が規定する個別対応方式を用いることは当事者間に争いがない。 
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 したがって、本件の主な争点は、本件課税仕入れが、消費税法３０条２項１号の「課税資産の

譲渡等にのみ要するもの」に当たり、同仕入れに関する消費税等の全額が仕入税額控除の対象と

なると解すべきか（原告の主張）、あるいは、「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通

して要するもの」に当たり、仕入税額控除の対象となるのは本件課税仕入れに対する仕入税額の

一部にすぎないと解すべきか（被告の主張）という点である。 

 より具体的には、個別対応方式を用いて控除対象仕入税額を計算する場合において、課税仕入

れの用途区分を判断する際の基準時は、課税仕入れの日が属する課税期間の終了時点であると解

すべきか（原告の主張）、あるいは、事業者が課税仕入れをした時点であると解すべきか（被告

の主張）という点にある。 

６ 争点に関する当事者の主張 

(1) 原告の主張 

ア 消費税法３０条２項が規定する個別対応方式は、同条１項が規定する課税期間における課

税売上高が５億円を超えるとき、又は当該課税期間における課税売上割合が１００分の９５

に満たないとき（ただし、課税売上高が５億円を超える事業者であるという要件は、平成２

３年法律第８２号による改正で追加されたものであり、本件には適用されない。）に用いら

れる例外的な計算方法として位置付けられるものであるが、当該課税期間の課税売上高が５

億円を超えるか否かという点や、当該課税期間における課税売上割合が９５％に満たないか

否かという点は、当該課税期間が終了しなければ判断することができない。 

 したがって、消費税法は、課税期間における課税売上高及び同売上高を前提とする課税売

上割合という客観的事実に着目した上で、課税期間の終了時点において、同法３０条１項が

規定する計算方法と同条２項が規定する計算方法のいずれを選択するかの判断を行う仕組

みを採用しているものと解すべきである。そして、上記の計算方法の選択を前提として適用

される個別対応方式における用途区分の判断においても、課税仕入れに該当する取引の対象

とされたものから、当該課税期間中に課税売上高が生じているのか、また、課税売上高が生

じている場合は、その割合はいくらかを課税期間が終了した時点で決するのが相当である。 

イ 本件建物については、本件課税期間の終期である平成２３年８月３１日時点において、２

階部分が事業用賃貸に供されていたから、本件課税仕入れの日が属する本件課税期間中にお

いて、事業用賃貸に係る賃料収入という課税売上げが生じていたということができる。他方、

本件建物のＫ号室とＬ号室は、同日以前に、賃借人との間で賃貸借契約が締結されてはいた

ものの、いずれの居室についても、賃貸借の始期は、本件課税期間の翌日の同年９月１日で

あったから、本件課税期間中において、非課税売上げに当たる居住用賃貸に係る賃料収入は

生じていない。そうすると、本件課税期間の終了時点において、本件建物には当該課税期間

における課税売上しか生じていなかったから、本件課税仕入れは、消費税法３０条２項１号

所定の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」に区分されるべきである。 

(2) 被告の主張 

ア 消費税法３０条２項１号は、課税仕入れに係る消費税額のうち、課税売上げに対応する部

分の消費税額を算出する方法に関し、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」、「課税資産の

譲渡等以外の資産の譲渡等（中略）にのみ要するもの」、「課税資産の譲渡等とその他の資産

の譲渡等に共通して要するもの」と規定しており、その文言上、実際に課税資産の譲渡等に

要したか否かを問題としていない。 
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 また、仕入れた資産がその仕入れた日の属する課税期間に譲渡されるとは限らないところ、

原告の主張を前提とした場合には、事業者が課税仕入れを行っても、その後に当該課税仕入

れに対応する資産の譲渡等が実際に行われない限り、用途区分の判断をすることができず、

当該課税仕入れが仕入税額控除の対象であるか否かも判明しないことになってしまうとい

う不合理な結果となる。 

 そして、消費税法３４条（課税業務用調整対象固定資産を非課税業務用に転用した場合の

仕入れに係る消費税額の調整）及び同法３５条（非課税業務用調整対象固定資産を課税業務

用に転用した場合の仕入れに係る消費税額の調整）は、同法２条１項１６号に規定する調整

対象固定資産を、取得した日から３年以内に、課税業務用のみに供するものから非課税業務

用のみに供するものに転用したとき、あるいは、非課税業務用のみに供するものから課税業

務用のみに供するものに転用したとき、その転用した期間に応じ、控除済税額の全部又は一

部をその転用した期間における仕入れに係る消費税額から控除あるいは当該消費税額に加

算する旨を規定しているところ、課税仕入れを行った日の属する課税期間中に用途変更した

場合にもその適用が認められていることは、個別対応方式における課税仕入れの用途区分の

判断の時期が仕入時点であることを示すものである。 

 以上によれば、個別対応方式における課税仕入れの用途区分の判断時期は、課税期間の終

了時点ないし仕入れた資産を実際に課税資産の譲渡等に要した時点ではなく、仕入れた時点

であると解すべきである。 

イ 本件建物は、事務所及び住宅を有する建物として設計・建築され、２階部分を主に原告の

事務所等として使用し、３階ないし１０階までの部分を主に住宅として貸し付けることが予

定されていたから、本件建物は「課税資産の譲渡等」である住宅以外の建物の貸付のみを目

的として取得したものであるということも、また、「その他の資産の譲渡等」である住宅の

貸付けのみを目的として取得したものであるということもできない。 

 したがって、本件課税仕入れは、消費税法３０条２項１号所定の「課税資産の譲渡等とそ

の他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に区分されるべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 前記前提事実に、掲記の証拠及び弁論の全趣旨を総合すると、次の事実が認められる。 

(1) 原告の本件建物取得に至る経緯等 

ア 原告は、平成２２年３月１６日、Ｃとの間で、本件建物の設計業務及び監理業務を委託す

る旨の業務委託契約（以下「本件業務委託契約」という。）を締結した。本件業務委託契約

の契約書（乙６。「建築設計・監理業務委託契約書」）の「２．建築物の用途・構造・規模」

欄には、本件建物の用途につき、「共同住宅（賃貸）＋事務所」と記載されていた。（乙６） 

イ Ｃは、平成２２年４月頃、本件建物の設計図を完成させた。Ｃ作成に係る「Ｅ工事設計図」

（以下「本件設計図」という。）の「建物用途」欄（乙７・２枚目）には、本件建物の用途

として、「共同住宅１５戸」・「事務所１室」と記載されていた。本件設計図には、本件建物

の各階の平面図が添付されていたところ、そのうち、「２階平面図」（乙７・４枚目）には、

事務室、接客コーナー、応接室の記載に加えて、「社長室」が記載されていた。（乙７） 

ウ 原告は、平成２２年６月２４日、Ｄとの間で、本件建物の建設を内容とする工事請負契約

（工事名：「Ｅ工事」）を締結した。Ｄは、上記契約に基づいて本件建物を建築し、平成２３
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年８月●日、本件建物を原告に引き渡した。原告は、同日、本件建物につき所有権保存登記

手続をしているところ、本件建物の不動産登記の全部事項証明書の「種類」欄には「共同住

宅・事務所」の記載がされていた。（乙８ないし１１） 

エ 原告は、本件建物の取得に当たり、平成２３年９月２８日、資金の使途を「賃貸マンショ

ンの建設」として、Ｇ信用金庫から２億６０００万円の資金を借り入れた。（乙１２） 

(2) 本件建物の各部屋の貸付け等 

ア 本件建物は、「Ｈ」という名称の鉄筋コンクリート造１０階建てのビル（全１５室）であ

る。本件建物の３階から１０階までの各階には、「ＬＤＫ」及び「洋室」が配置された居室

（以下「本件各居室」という。）が設けられており、各居室にはユニットバスとシステムキ

ッチンが備え付けられている。（乙１３、１５、１７ないし２０、弁論の全趣旨） 

イ 原告は、株式会社Ｉ（以下「Ｉ」という。）に対し、本件各居室の賃貸借に係る仲介業務

を委託した。Ｉは、本件各居室の賃借人を募集する際にチラシを作成しているところ、同チ

ラシには、本件２階部分がオーナーの使用事務所として使用されており、賃貸の対象とはな

らない旨が記載されていた。（乙１３、１４） 

ウ 原告は、平成２３年８月１７日、甲が代表取締役を務める有限会社Ｊ（以下「Ｊ」という。）

に対し、本件建物の２階の居室（Ｍ号室）の一部（１７．０５㎡）を同社の事務所として賃

貸した。Ｍ号室のその余の部分は、本件建物の引き渡しがされた同月２９日から現在に至る

まで、原告が事務所として自ら使用している。（乙７、１３ないし１６、２３、弁論の全趣

旨） 

エ 原告は、平成２３年８月２０日、乙（以下「乙」という。）との間で、同年９月１日を引

渡予定日として、本件建物のＫ号室を賃貸する旨の賃貸借契約を締結した。同契約に当たり、

原告は、乙に対し、同人が同居室をエステサロンとして使用することを承諾した。（乙１７、

１８） 

オ 原告は、平成２３年８月２０日、丙（以下「丙」という。）との間で、同年９月１日を引

渡予定日として、本件建物のＬ号室を賃貸する旨の賃貸借契約を締結した。原告と丙は、丙

が同居室を住居としてのみ使用する旨を合意した。（乙１９、２０） 

(3) 原告による本件確定申告等 

ア 原告は、法定申告期限内である平成２３年１０月２４日、名古屋中税務署長に本件確定申

告書を提出し、別紙３「課税の経緯等」の「確定申告」欄記載の金額で、本件確定申告をし

た。その際、原告は、個別対応方式を用いて本件課税期間の納付すべき消費税等の額を算出

しているところ、本件課税仕入れについては、消費税法３０条２項１号所定の「課税資産の

譲渡等にのみ要するもの」に区分されることを前提に、本件課税期間の控除対象仕入税額（９

９８万８０５７円）を計算した。（乙２、弁論の全趣旨） 

イ 名古屋中税務署長は、平成２４年４月２５日、本件課税仕入れは、消費税法３０条２項１

号の「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に当たると判断し、

別紙３「課税の経緯等」の「更正処分等」欄記載のとおり、本件各処分をした。（甲１、乙

３、弁論の全趣旨） 

２ 検討 

(1) 消費税は、広く公平な税負担を求めるという観点から、ほとんど全ての国内において行わ

れる取引を課税の対象とし、その最終的な税負担をいわゆる最終消費者に求める税であるが、
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納税義務者は、生産や流通等の各段階において課税資産の譲渡等を行う各事業者であり、消費

者は、こうした各事業者が生産や流通等の各段階で物品やサービスの価格に順次転嫁していっ

た消費税の税額に相当する額を最終的に負担することになる。そこで、生産や流通等の各段階

における取引で二重、三重に税が課されて税に相当する負担が累積することがないように、消

費税法は、国内において課税仕入れを行った日の属する課税期間中の課税標準額に対する消費

税額から当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（控除対象仕入税

額）を控除するものとしている（同法３０条１項）。 

 そして、この控除対象仕入税額の計算に当たっては、原則として当該課税期間中の課税仕入

れに係る消費税額の全額を控除することができるところ（同項）、課税仕入れに係る消費税額

を控除する趣旨が上記のとおり課税の累積を排除することにあることからすると、上記規定は、

課税仕入れに対応する売上げに係る取引がその他の資産の譲渡等に当たるものであるときに

は課税の累積が生じないため当該課税仕入れに係る消費税額を控除の対象とする必然性はな

いものの、納税関係の事務の負担への配慮等といった観点から、課税売上割合が９５％以上で

ある場合は、課税仕入れと売上げに係る取引との個別的な対応関係を問うことなく、当該課税

期間中の課税仕入れに係る消費税額の全額の控除を認めることとしたものであると解される。 

 他方、課税売上割合が９５％に満たない場合は、同法３０条２項１号に規定する個別対応方

式又は同項２号に規定する方式のいずれかの方法により控除対象仕入税額を計算するものと

されるところ、これは、課税売上割合が９５％に満たず、売上げに係る取引の大部分が課税資

産の譲渡等に当たるといえない場合については、上記に述べた原則のとおりに、その他の資産

の譲渡等に要する課税仕入れに係る消費税額は控除の対象とはならないとの前提に立って控

除対象仕入税額を計算すべきであるとしたものであると解される。 

 そして、国内において行われた課税仕入れについて個別対応方式により控除対象仕入税額を

計算するときは、「課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ」の税額（同法３０条２項１号

イ）に「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに課税売上割

合を乗じて計算した金額」（同号ロ）を加算する方法によるものとされるところ、同号が「課

税資産の譲渡等にのみ要するもの」、「課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等（中略）にのみ要

するもの」、「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」と規定してお

り、その文言上、現実に課税資産の譲渡等に要するものであったかどうかは問題としていない

ことに照らすと、課税仕入れの区分については、当該課税仕入れが行われた日の状況に基づき、

客観的に判断すべきものと解するのが相当である。 

 個別対応方式による課税仕入れの用途区分については、これに加えて、①仕入れた資産の譲

渡等は、実際問題として、必ずしもその仕入れた日の属する課税期間中に行われるとは限らな

いこと、②消費税法３４条（課税業務用調整対象固定資産を非課税業務用に転用した場合の仕

入れに係る消費税額の調整）及び同法３５条（非課税業務用調整対象固定資産を課税業務用に

転用した場合の仕入れに係る消費税額の調整）は、同法２条１項１６号に規定する調整対象固

定資産を取得した日から３年以内に課税業務用のみに供するものから非課税業務用のみに供

するものに転用したとき、あるいは、非課税業務用のみに供するものから課税業務用のみに供

するものに転用したときには、その転用した期間に応じ、控除済税額の全部又は一部をその転

用した期間における仕入れに係る消費税額から控除あるいは当該消費税額に加算する旨規定

していて、課税仕入れを行った日の属する課税期間中に用途を変更した場合であっても、これ
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らの規定による調整計算の対象としていることを指摘することができるところ、これら諸点に

照らしても、課税仕入れの用途区分は当該課税仕入れが行われた日の状況によって判断される

べきものであることは明らかである。 

(2) これに対し、原告は、個別対応方式による課税仕入れの用途区分は、課税期間が終了した

時点を基準として判断されるべきである旨主張し、その根拠として、個別対応方式を用いて仕

入税額控除を行うことができるのは、課税期間における課税売上高が５億円を超えるとき、又

は当該課税期間における課税売上割合が１００分の９５に満たないときに限られるところ（消

費税法３０条２項１号。ただし、課税期間における課税売上高が５億円を超える事業者である

という要件は、平成２３年法律第８２号による改正で追加されたものであり、本件には適用さ

れない。）、これらの要件を満たしているか否かは、当該課税期間が終了しないと明らかになら

ないから、消費税法は、仕入税額控除の計算方法の選択に関する判断を課税期間が終了した時

点で行うという仕組みを採用しており、同計算方法につき個別対応方式を選択した場合の用途

区分の判断についても、課税期間終了時点の客観的な状況を基準とすることを予定しているも

のと解すべきである旨主張する。 

 確かに、個別対応方式により仕入額控除の計算を行うことができるか否かの要件該当性（す

わなち、課税期間における課税売上高が５億円を超えるかどうか、あるいは、当該課税期間に

おける課税売上割合が１００分の９５に満たないかどうか）については、当該課税期間が終了

しないと明らかにならないことは、原告の指摘するとおりである。しかしながら、消費税法が

上記の点について課税期間終了時点で判断することとしているからといって、直ちに個別対応

方式を選択した場合の課税仕入れの用途区分の判断についても課税期間終了時が基準時とな

るという結論を導き出すことはできないところ、消費税法の規定を子細に検討すると、同法は、

用途区分の判断の基準時が課税仕入れが行われた時であることを前提としているとみられる

規定を置いていることは、既に説示したとおりである。また、原告の主張を前提とすると、事

業者が課税仕入れを行っても、その後に当該課税仕入れに対応する資産の譲渡等が実際に行わ

れない限り、用途区分を判断することができず、当該課税仕入れが仕入税額控除の対象である

か否かも判明しないことになるのであって、不合理な結果となるといわなければならない。 

 したがって、原告の上記主張は、採用することができない。 

(3) そこで、本件課税仕入れが行われた時点（本件建物の引渡時点）を基準時として本件課税

仕入れの用途区分について検討する。 

 本件課税期間において、本件建物に課税売上げ（事業用賃貸に係る賃料収入）が生じていた

ことは当事者間に争いがない。 

 そして、前記１で認定した事実によれば、①本件建物は、所有者である原告の注文に基づき、

事務所及び住宅を有する建物として設計・建築され、設計・建築当時から、２階部分の居室を

主に原告の事務所として使用し、３階ないし１０階までの各居室を主に居住用住宅として貸し

付けることが予定されていたこと、②原告は、本件課税仕入れの日（平成２３年８月●日）よ

り前である同月１７日、Ｊに対し、本件建物のＭ号室の一部を事務所として賃貸し、さらに、

同月２０日には、乙と丙に対し、本件建物の居室を住居用として賃貸していたこと、③原告は、

本件建物の引渡以降、本件建物のＭ号室のうちＪに賃貸していない部分を自らの事務所として

使用していることを指摘することができる。これらの事情に照らして本件課税仕入れが行われ

た日の状況から客観的に判断すると、本件建物は、「課税資産の譲渡等」（課税売上げ）である
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住宅以外の貸付けのみを目的として取得したものであるということも、また、「その他の資産

の譲渡等」（非課税売上げ）に当たる住宅の貸付けのみを目的として取得したものであるとい

うこともできないから、本件建物に係る課税仕入れ（本件課税仕入れ）は、消費税法３０条２

項１号所定の「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に該当する

というべきである。 

(4) 以上によれば、本件課税仕入れが「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して

要するもの」に区分されることを前提として控除対象仕入税額を計算した本件更正処分は適法

であり、本件賦課決定処分も国税通則法６５条に定める過少申告加算税の賦課要件を充足する

ものであるということができる。そして、本件各処分により原告に課された納付すべき消費税

等の各税額及び過少申告加算税の税額自体については当事者間に争いがないから、本件各処分

は適法である。 

第４ 結論 

 以上の次第で、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

名古屋地方裁判所民事第９部 

裁判長裁判官 福井 章代 

   裁判官 富澤 賢一郎 

   裁判官 西脇 真由子 
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（別紙１） 

 

物件目録 

 

所  在 名古屋市昭和区 

家屋番号 ●● 

種  類 共同住宅・事務所 

構  造 鉄筋コンクリート造陸屋根１０階建 

床 面 積 １階 ３６．８６㎡ 

     ２階 １０２．９９㎡ 

     ３階 １１１．０９㎡ 

     ４階 １１１．０９㎡ 

     ５階 １１１．０９㎡ 

     ６階 １１１．０９㎡ 

     ７階 １１１．０９㎡ 

     ８階 １１１．０９㎡ 

     ９階 １１１．０９㎡ 

     10階 １１４．５８㎡ 
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（別紙２） 

 

関係法令の定め 

 

１ 消費税法（平成２３年法律第８２号による改正前のもの。以下「法」という。） 

(1) ２条１項 

 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

１号ないし１１号 （略） 

１２号 課税仕入れ 事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又

は役務の提供（中略）に規定する給与等を対価とする役務の提供を除く。）を受けること

（当該他の者が事業として当該資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供

をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当することとなるもので、第７条第１項各号に

掲げる資産の譲渡等に該当するもの及び第８条第１項その他の法律又は条約の規定によ

り消費税が免除されるもの以外のものに限る。）をいう。 

１３号ないし１５号 

１６号 調整対象固定資産 建物、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具、工

具、器具及び備品、鉱業権その他の資産でその価額が少額でないものとして政令で定める

ものをいう。 

１７号ないし２０号 （略） 

(2) ４条１項 

 国内において事業者が行った資産の譲渡等には、この法律により、消費税を課する。 

(3) ６条１項 

 国内において行われる資産の譲渡等のうち、別表第一に掲げるものには、消費税を課さない。 

(4) ３０条１項 

 事業者（第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）が、

国内において行う課税仕入れ又は保税地域から引き取る課税貨物については、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期間の第４５条第１項第２号に掲げる課税標準

額に対する消費税額（以下この章において「課税標準額に対する消費税額」という。）から、当該

課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（当該課税仕入れに係る支払対価の額

に１０５分の４を乗じて算出した金額をいう。以下この章において同じ。）及び当該課税期間にお

ける保税地域からの引取りに係る課税貨物（他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるも

のを除く。以下この章において同じ。）につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に

相当する額を除く。次項において同じ。）の合計額を控除する。 

１号 国内において課税仕入れを行つた場合 当該課税仕入れを行った日 

２号・３号 （略） 

(5) ３０条２項 

 前項の場合において、同項に規定する課税期間における課税売上割合が１００分の９５に満たな

いときは、同項の規定により控除する課税仕入れに係る消費税額及び同項に規定する保税地域から

の引取りに係る課税貨物につき課された又は課されるべき消費税額（以下この章において「課税仕

入れ等の税額」という。）の合計額は、同項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に
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応じ当該各号に定める方法により計算した金額とする。 

１号 当該課税期間中に国内において行った課税仕入れ及び当該課税期間における前項に規定す

る保税地域からの引取りに係る課税貨物につき、課税資産の譲渡等にのみ要するもの、課税

資産の譲渡等以外の資産の譲渡等（以下この号において「その他の資産の譲渡等」という。）

にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するものに

その区分が明らかにされている場合 イに掲げる金額にロに掲げる金額を加算する方法 

イ 課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れ及び課税貨物に係る課税仕入れ等の税額の合計

額 

ロ 課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ及び課税貨物に係

る課税仕入れ等の税額の合計額に課税売上割合を乗じて計算した金額 

２号 前号に掲げる場合以外の場合 当該課税期間における課税仕入れ等の税額の合計額に課税

売上割合を乗じて計算する方法 

(6) ３０条４項 

 第２項第１号に掲げる場合に該当する事業者は、同項の規定にかかわらず、当該課税期間中に国

内において行った課税仕入れ及び当該課税期間における第１項に規定する保税地域からの引取り

に係る課税貨物につき、同号に定める方法に代え、第２項第２号に定める方法により第１項の規定

により控除される課税仕入れ等の税額の合計額を計算することができる。 

(7) ３０条６項 

 第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額とは、課税仕入れの対価の額（対価として支払

い、又は支払うべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益の額とし、当該

課税仕入れに係る資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該課税仕入れに係る役務を提供する

事業者に課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額（こ

れらの税額に係る附帯税の額に相当する額を除く。第９項第１号において同じ。）に相当する額が

ある場合には、当該相当する額を含む。）をいい、第１項に規定する保税地域からの引取りに係る

課税貨物とは、保税地域から引き取つた一般申告課税貨物又は特例申告書の提出若しくは特例申告

に関する決定に係る課税貨物をいい、第２項に規定する課税売上割合とは、当該事業者が当該課税

期間中に国内において行った資産の譲渡等の対価の額（第２８条第１項に規定する対価の額をいう。

以下この項及び第９項第１号において同じ。）の合計額のうちに当該事業者が当該課税期間中に国

内において行った課税資産の譲渡等の対価の額の合計額の占める割合として政令で定めるところ

により計算した割合をいう。 

(8) ３４条 

１項 事業者（第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）

が、国内において調整対象固定資産の課税仕入れを行い、又は調整対象固定資産に該当する

課税貨物を保税地域から引き取り、かつ、当該課税仕入れ又は当該課税貨物に係る課税仕入

れ等の税額（以下この項において「調整対象税額」という。）につき第３０条第２項第１号

に定める方法により同号に規定する課税資産の譲渡等にのみ要するものとして仕入れに係

る消費税額を計算した場合において、当該事業者（中略）が当該調整対象固定資産を当該課

税仕入れの日又は当該保税地域からの引取りの日から３年以内に同号に規定するその他の

資産の譲渡等に係る業務の用に供したときは、当該業務の用に供した日が次の各号に掲げる

期間のいずれに属するかに応じ当該各号に定める消費税額を同日の属する課税期間におけ
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る仕入れに係る消費税額から控除する。この場合において、当該控除をした後の金額を当該

課税期間における仕入れに係る消費税額とみなす。 

１号 当該調整対象固定資産の課税仕入れの日又は当該調整対象固定資産に該当する課税貨

物の保税地域からの引取りの日からこれらの日以後１年を経過する日までの期間 調整

対象税額に相当する消費税額 

２号 前号に掲げる期間の末日の翌日から同日以後１年を経過する日までの期間 調整対象

税額の３分の２に相当する消費税額 

３号 前号に掲げる期間の末日の翌日から同日以後１年を経過する日までの期間 調整対象

税額の３分の１に相当する消費税額 

２項 前項の規定により同項各号に定める消費税額を同項に規定する業務の用に供した日の属

する課税期間における仕入れに係る消費税額から控除して控除しきれない金額があるとき

は、当該控除しきれない金額を課税資産の譲渡等に係る消費税額とみなして当該業務の用に

供した日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額に加算する。 

(9) ３５条 

 事業者（第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）が、

国内において調整対象固定資産の課税仕入れを行い、又は調整対象固定資産に該当する課税貨物を

保税地域から引き取り、かつ、当該課税仕入れ又は当該課税貨物に係る課税仕入れ等の税額（以下

この条において「調整対象税額」という。）につき第３０条第２項第１号に定める方法により同号

に規定するその他の資産の譲渡等にのみ要するものとして仕入れに係る消費税額がないこととし

た場合において、当該事業者（中略）が当該調整対象固定資産を当該課税仕入れの日又は当該保税

地域からの引取りの日から３年以内に同号に規定する課税資産の譲渡等に係る業務の用に供した

ときは、当該業務の用に供した日が次の各号に掲げる期間のいずれに属するかに応じ当該各号に定

める消費税額を同日の属する課税期間における仕入れに係る消費税額に加算する。この場合におい

て、当該加算をした後の金額を当該課税期間における仕入れに係る消費税額とみなす。 

１号 当該調整対象固定資産の課税仕入れの日又は当該調整対象固定資産に該当する課税貨物

の保税地域からの引取りの日からこれらの日以後１年を経過する日までの期間 調整対象

税額に相当する消費税額 

２号 前号に掲げる期間の末日の翌日から同日以後１年を経過する日までの期間 調整対象税

額の３分の２に相当する消費税額 

３号 前号に掲げる期間の末日の翌日から同日以後１年を経過する日までの期間 調整対象税

額の３分の１に相当する消費税額 

(10) 別表第一 

１３号 住宅（人の居住の用に供する家屋又は家屋のうち人の居住の用に供する部分をいう。）

の貸付け（当該貸付けに係る契約において人の居住の用に供することが明らかにされてい

るものに限るものとし、一時的に使用させる場合その他の政令で定める場合を除く。） 

 

２ 消費税法基本通達 

(1) 11-2-12（課税資産の譲渡等にのみ要するものの意義） 

 法３０条第２項第１号《個別対応方式による仕入税額控除》に規定する課税資産の譲渡等にのみ

要するもの（以下「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」という。）とは、課税資産の譲渡等を行
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うためにのみ必要な課税仕入れ等をいい、例えば、次に掲げるものの課税仕入れ等がこれに該当す

る。なお、当該課税仕入れ等を行った課税期間において当該課税仕入れ等に対応する課税資産の譲

渡等があったかどうかは問わないことに留意する。 

① そのまま他に譲渡される課税資産 

② 課税資産の製造用にのみ消費し、又は使用される原材料、容器、包紙、機械及び装置、工具、

器具、備品等 

③ 課税資産に係る倉庫料、運送費、広告宣伝費、支払手数料又は支払加工賃等 

(2) 11-2-15（課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等にのみ要するものの意義） 

 法第３０条第２項第１号《個別対応方式による仕入税額控除》に規定する課税資産の譲渡等以外

の資産の譲渡等にのみ要するもの（以下「その他の資産の譲渡等にのみ要するもの」という。）と

は、法第６条第１項《非課税》の規定により非課税となる資産の譲渡等（以下「非課税資産の譲渡

等」という。）を行うためにのみ必要な課税仕入れ等をいい、例えば、販売用の土地の造成に係る

課税仕入れ、賃貸用住宅の建築に係る課税仕入れがこれに該当する。 

(3) 11-2-20（課税仕入れ等の用途区分の判定時期） 

 個別対応方式により仕入れに係る消費税額を計算する場合において、課税仕入れ及び保税地域か

ら引き取った課税貨物を課税資産の譲渡等にのみ要するもの、その他の資産の譲渡等にのみ要する

もの及び課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するものに区分する場合の当該

区分は、課税仕入れを行った日又は課税貨物を引き取った日の状況により行うこととなるのである

が、課税仕入れを行った日又は課税貨物を引き取った日において、当該区分が明らかにされていな

い場合で、その日の属する課税期間の末日までに、当該区分が明らかにされたときは、その明らか

にされた区分によって法第３０条第２項第１号《個別対応方式による仕入税額控除》の規定を適用

することとして差し支えない。 
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（別紙３）課税の経緯等 

（単位：円） 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 区分 

 

 

項目 法定申告期限内 平成24年4月25日 平成24年6月19日 平成24年9月13日 平成24年10月13日 平成25年7月4日 

課 税 標 準 額 11,139,000 11,139,000 

課税標準額に対する 

消 費 税 額 
445,560 445,560 

控 除 対 象 仕 入 税 額 9,988,057 1,186,678 

控 除 不 足 還 付 税 額 9,542,497 741,118 

既に納付の確定した 

本 税 額 
0 △9,542,497 

消
費
税 

差引納付すべき税額 △9,542,497 8,801,300 

課 税 標 準 額 △9,542,497 △741,118 

譲 渡 割 額 △2,385,624 △185,279 

既に納付の確定した 

譲 渡 割 額 
0 △2,385,624 

地
方
消
費
税 

差引納付すべき税額 △2,385,624 2,200,300 

過 少 申 告 加 算 税 の 額  1,625,000 

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

注 「消費税」の「既に納付の確定した本税額」欄及び「差引納付すべき税額」欄並びに「地方消費税」の「譲渡割額」欄、「既に納

付の確定した譲渡割額」欄及び「差引納付すべき税額」欄の△印は、消費税等の還付相当額を示し、「地方消費税」の「課税標準額」

欄の△印は、控除不足還付税額を示す。 
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（別紙４） 

 

被告主張額の根拠等 

 

第１ 本件更正処分の根拠及び適法性 

１ 本件更正処分の根拠 

(1) 消費税 

ア 課税標準額···················································１１１３万９０００円 

 上記金額は、原告が本件課税期間に行った課税資産の譲渡等の対価の額１１１３万９５７９

円につき、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額であ

り、本件確定申告書に記載された金額と同額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額·······································４４万５５６０円 

 上記金額は、前記アの課税標準額１１１３万９０００円に消費税法２９条に規定する税率１

００分の４を乗じた金額である。 

ウ 控除対象仕入税額···············································１１８万６６７８円 

 上記金額は、下記(ア)の金額と、下記(イ)の金額に下記(ウ)を乗じた金額の合計金額である。 

 なお、控除対象仕入税額の計算に当たっては、下記(ウ)のとおり、本件課税期間の課税売上

割合は１億５４５６万４８６４分の１１１３万９５７９であり、１００分の９５に満たないた

め、原告が選択した個別対応方式により計算する。 

(ア) 課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れの税額 ·················４５万２１００円 

 原告は、本件課税仕入れについて、課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れに該当する

として、本件課税仕入れに係る消費税額９４８万４９６６円（本件課税仕入れに係る支払対

価の額［消費税等を含む。］２億４８９８万０３５０円に１０５分の４を乗じた額）を課税

資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れの税額に計上している。しかしながら、本件課税仕入

れは、課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れには該当せず、課税資産の譲渡等とその他

の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに該当するから、課税資産の譲渡等にのみ要す

る課税仕入れの税額は、原告が本件確定申告書に記載した９９３万７０６６円から、本件課

税仕入れに係る消費税額９４８万４９６６円を減算した金額となる。 

(イ) 課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れの税額 

 ···························································１０１９万２４８６円 

 前記(ア)と同じ理由から、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する課

税仕入れの税額は、原告が本件確定申告書に記載した７０万７５２０円に、本件課税仕入れ

に係る消費税額９４８万４９６６円を加算した金額となる。 

(ウ) 課税売上割合·····················１億５４５６万４８６４分の１１１３万９５７９ 

 上記割合は、下記Ａの金額に下記Ｂの金額が占める割合である。なお、上記割合は、約７．

２０％に当たる。 

Ａ 資産の譲渡等の対価の額の合計額 ·······················１億５４５６万４８６４円 

 上記金額は、原告が本件課税期間に行った資産の譲渡等の対価の額であり、本件確定申

告書に記載された金額と同額である。 

Ｂ 課税資産の譲渡等の対価の額の合計額 ·······················１１１３万９５７９円 
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 上記金額は、原告が本件課税期間に行った課税資産の譲渡等の対価の額であり、本件確

定申告書に記載された金額と同額である。 

エ 控除不足還付税額·················································７４万１１１８円 

 上記金額は、前記イの課税標準額に対する消費税額４４万５５６０円から、前記ウの控除対

象仕入税額１１８万６６７８円を控除した金額である。 

(2) 地方消費税 

ア 地方消費税の課税標準となる消費税額 ·····························△７４万１１１８円 

 上記金額は、前記(1)エの消費税の控除不足還付税額である（△印は、控除不足還付税額で

あることを示す。）。 

イ 譲渡割額の還付額·················································１８万５２７９円 

 上記金額は、前記アの地方消費税の課税標準となる消費税額７４万１１１８円に、地方税法

７２条の８３が規定する税率１００分の２５を乗じた金額である。 

２ 本件更正処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件課税期間の消費税等の額は、控除不足還付税額７４

万１１１８円及び譲渡割額の還付額１８万５２７９円であるところ、これらの金額は、本件更正処

分における控除不足還付税額及び譲渡割額の還付額といずれも同額であるから、本件更正処分は適

法である。 

３ 本件賦課決定処分の適法性 

 前記２のとおり、本件更正処分は適法であり、原告は、納付すべき税額を過少に申告していたも

ので、過少に申告していたことについて、国税通則法６５条４項に規定する正当な理由は存しない。 

 したがって、本件更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった消費税額及び地方消費税

の譲渡割額１１００万円（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた

もの。）に、同法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した１１０万円と、

本件更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった消費税額及び地方消費税の譲渡割額１

１００万円のうち、５０万円を超える部分に相当する１０５０万円（ただし、同法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの。）に、同法６５条２項の規定により１００分の５

の割合を乗じて算出した金額５２万５０００円とを合計した金額である１６２万５０００円を、過

少申告加算税とした本件賦課決定処分は適法である。 

以上 


